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1. 総則

1.1. 目的

本ガイドラインは、製油所で実施する土建設備の整備施工に係る仕様要求を明確にし、工事の品質と安全を確保することを目的とする。

1.2. 適用範囲

本ガイドラインは、土木及び建築関係工事の施工に必要な事項を規定する。但し、特記仕様書及び設計図に記載された事項は本書を優先する。
1.3. 関係諸法規及び諸基準の順守

(1) 工事の施工に当っては、関係諸法規ならびに、これに基づく官公署の許認可事項、及び指示等を遵守しなければならない。
(2) 工事の施工に当たっては、本書に規定していない事項については、下記に準拠するものとする。
(a) 学会規準（日本建築学会）
(b) 建築工事標準仕様書(JASS、日本建築学会)

(c) 日本工業規格(JIS)

(3) 優先順位
各法規、基準等の相互間に於いて、矛盾がある場合は、仕様の優先順位は、下記の通りとする。
(a) 国内法規及び規則
(b) 特記仕様書及び設計図
(c) 学会基準（日本建築学会）
(d) 建築工事標準仕様書（JASS）
(e) 日本工業規格（JIS）
1.4. 提出図書類

工事着工前に、下記の項目について書類を提出し、担当係員の承認を受けるものとする。
(1) 実施工程表

(2) 施工計画書
(3) 施工図等

(4) 工事の記録

1.5. 工事完成報告

工事完了後、別に定める規定に従い、完成報告書を提出するものとする。
1.6. 工事管理

(1) 施工管理

(a) 設計図書に適合する工事目的物を完成させるために、施工管理体制を確立し、品質、工程、安全等の施工管理を行なう。

(b) 工事の施工に携わる下請人に、工事関係図書及び監督職員の指示を受けた内容を周知徹底する。

(2) 品質管理

(a) 品質計画に基づき適切な時期に、市道、確認、試験等必要な管理を行なう。

(b) 必要に応じて担当係員の検査を受ける。

(c) 試験又は検査の結果、疑義が生じた場合は、監督職員と協議する。

(3) 安全管理

(a) 建築基準法、労働安全衛生法、その他の関係法規、規則に従うと共に、常に工事の安全に留意して現場管理を行い、施工に伴う災害及び事故の防止に努める。

(b) 気象予報又は警報等について、常に注意を払い、災害の予防に努める。

(c) 工事の施工にあたっては、工事箇所並びにその周囲にある地上及び地下の既設埋設構造物、既設配管等に対して、支障をきたさないような施工方法等を定める。

(d) 下記の使用や溶接作業を行なう場合は、下記の取り扱いに十分注意すると共に、適切な消火設備、防炎シート等を設けるなど、火災の防止措置を講ずる。

1.7. 工事促進の処置

(1) 工事の着手に先立ち、実施工程表を作成し、担当係員の承諾を受ける。
(2) 契約書の規定に基づく条件変更等により、実施工程表を変更する必要が生じた場合は、施工等に支障が無いよう実施工程表を遅滞無く変更し、当該部分の施工に先立ち、担当係員の承諾を受ける。

(3) 担当係員の指示を受けた場合は、実施工程表の補足として、週間又は月間工程表、工種別工程表等を作成し、担当係員に提出する。
1.8. 検査・試験

(1) 材料関係
(a) 現場に搬入した材料は、種別ごとに担当係員の検査を受ける。但し、あらかじめ担当係員の承諾を受けた場合はこの限りではない。
(b) (a)による検査の結果、合格した材料と同じ種別の材料は、以後、抽出検査とすることができる。

(c) 現場に搬入した材料のうち、変質等により工事に使用することが適当でないと担当係員の指示を受けたものは、直ちに工事現場外に搬出する。
1.9. 工事関係
(a) 一工程の施工を完了したとき又は工程の途中において担当係員の支持を受けた場合は、その施工が設計図書に適合することを確認し、適時、担当係員に報告する。尚、確認及び報告は、担当係員の承諾を受けたものが行なう。

(b) 設計図書に定められた場合、(a)により報告した場合及び担当係員より指示された工程に達した場合は、担当係員の検査を受ける。

(c) 契約書に規定する工事を終了した時の通知は、次の要件の全てを満たす場合に、担当係員に提出することができる。

· 設計図書に示す全ての工事が完了していること

· 担当係員の指示を受けた事項が全て完了していること

· 設計図書に定められた工事関係図書の整備が全て完了していること
1.10. 官公署、その他への手続き

工事の施工に必要な官公署、その他への手続きは、特に指示された場合以外は、全て請負会社が行うものとする。
1.11. 特許権の使用

請負人は工事の施工にあたって、特許権その他第三者の権利の対象となっている施工方法などを使用する場合は、これについて全ての責任を負うものとする。
1.12. 支給品

(1) 当社が請負会社に支給する資材の品名・数量・材質及び受渡しの場所・期日などは特記仕様書記載のとおりとする。
(2) 支給資材は原則として構内倉庫または構内野積場所で受渡し、使用場所への積み込み、運搬、荷下しは請負業者が行うものとする。また、構外より搬入された支給資材は、全て車上渡しとし、荷下しは請負業者の負担とする。
(3) 請負会社が支給品を受領した時は、その受領書を担当係員の指示に従い、当社に提出しなければならない。
1.13. 騒音振動危害防止

騒音、振動危害防止については、関係法規に従うと共に、地域性についても配慮するものとする。
2. 仮　設
2.1. 縄張り、遣り方、足場その他

(1) 敷地の状況確認及び縄張り
敷地の状況を書くにの上、縄張り等により建築物等の位置を示し、設計図書との照合の後、担当係員の検査を受ける。
(2) ベンチマーク
ベンチマークは、コンクリート杭等を用いて異動しない湯鬼設置し、その周囲に養生を行なう。但し、異動する恐れのない固定物のある場合は、これを代用することができる。ベンチマークは担当係員の検査を受ける。
(3) 遣り方
(a) 縄張り後、遣り方を建築物等の隅々その他の要所に設け、工事に支障のない箇所に逃げ心を設ける。

(b) 遣り方には、建築物等の位置及び水平の基準を明確にし、担当係員の検査を受ける。

2.2. 足場その他

足場、桟橋、仮囲い等は、労働安全衛生法、建築基準法、その他関係法令に従い、適切な材料及び構造のものとし、適切な保守管理を行なう。
2.3. 仮設物

材料置場、下小屋、仮設建家、その他の設置に際しては、別に定める様式により届出を

2.4. 仮設物の撤去
(1) 工事の進捗上又は構内建築物等の使用上、仮設物が障害となり、かつ、仮設物を移転する場所がない場合は、担当係員の承諾を受けて、工事目的物の一部を使用することができる。
(2) 工事完成までに、工事用仮設物を取り除き、撤去跡及び付近の清掃、地均し等を行なう。

3. 杭打工事
3.1. 杭材料

杭はJISの規定に適合するもので、ひび割れ、破損などの強度、耐久性を減ずる欠陥のないものとする。
3.2. 施工計画

施工に先立ち、設計書に基づき現場の状況、設計支持力などを考慮して施工計画書を作成し、担当係員の承認を受ける。
3.3. 運搬及び取り扱い

(1) 杭の運搬及び取り扱いは、杭に損傷を与えないように注意する。
(2) 杭塗装を行った杭で、運搬取扱によって塗装面に損傷が生じた場合は、担当係員の承認した補修要領に基づき補修を行う。
3.4. 施工準備

(1) 杭の配置は設計図の通り正確に行う。
(2) 杭頭はキャップを用いて保護する。
(3) 杭打機は、担当係員の承認を受けたものを使用する。
(4) 杭の打ち込みに当って、杭芯のずれを防ぐ為ガイドなどを用いる。
(5) 担当係員が指示した場合は杭の前面に打込み深さを示す目盛を記入する。
3.5. 杭打ち

3.5.1. 建て込み

(1) 杭は設計図に示す位置及び角度に正確に建て込む。
3.5.2. 打込み
(1) 打ち込み工法はJIS　A　7201による。
(2) 打ち込みにあたっては、杭本体に損傷を与えないよう、常にハンマーの落下高、リバウンド量、貫入量等の必要な管理を行なう。
3.6. 打込み位置の許容誤差

(1) 杭の精度は、水平方向の位置ずれを、100mm以下とする。尚、ずれが100mmを超えた場合は担当係員の指示を受ける。
3.7. 継　手
3.7.1. 一　般

(1) 継手は原則として溶接継手とする。
3.7.2. 準　備

(1) 溶接部は、錆、泥土、油、水分など溶接に有害な付着物がないように清掃する。
(2) 上杭は、頭部を杭打ちやぐらで支持し、下杭と軸線が一致する様に保持する。必要に応じ仮締め治具を用いる。
(3) 鋼杭において、下杭の頭部が打込みの打撃により変形した場合は、その部分を切断し平滑に仕上げる。
3.7.3. 溶　接

(1) 溶接施工は、JIS　A　7201及び日本溶接協会規格WES　7601による。
(2) 溶接棒は、JIS Z 3211（軟鋼用被覆アーク溶接棒）に規定する手動溶接は、JIS Z 3801（溶接技術検定における試験方法ならびにその判定基準）に規定する中板立向試験及び中肉固定管試験程度の資格を有する者によって行なう。
(3) 溶接の順序は溶接に有害なものを除去し、ひずみの少ない方法とする。
(4) 溶接後は、溶接部を急冷しないようにし、適切な時間をおいて打ち込みを再開する。

(5) 自動及び半自動溶接機を使用する場合は、個別仕様書による。
3.7.4. 検査及び補正

(1) 下記の項目について、担当係員の検査を受ける。
(a)  溶接開先
(b)  開先間隙
(c)  溶接棒
(d)  ビード
(e)  余盛り
(f)  アンダーカット
(g)  割れ、オーバーラップ、スラグ、くぼみ、ピンホール、スパッターの有無
(2) 検査の結果、不良と認めた個所は、担当係員の指示により補正する。
3.8. 仕上げ

(1) 杭頭は所定の高さに揃え、設計図に示す杭頭処理を行なう。
(2) 杭頭は、起訴のコンクリートが杭の中空部に落下しないように、適切な処置を施す。
3.9. 試験打ち

(1) 試験打は指定された杭につき担当係員立会のもとに行なう。
(2) 試験杭及び使用機械は使用予定のものを用いる。
(3) 試験杭の結果は記録紙に記入し、担当係員に提出する。
3.10. 載荷試験

(1) 載荷試験を行う場合は、原則として土質工学会規準に準ずる。
(2) 載荷試験結果は土質工学会規準に準じて記録し、担当係員に提出する。
3.11. 記　録
(1) 全ての杭について、継ぎ手、打ち込み深さ、高止まり量、打撃回数、貫入量、リバウンド量、セメントミルク量、施工時間、水平方向のずれ、打ち込み杭の推定支持力、アースオーガー駆動用電動機の電流値、杭頭処理等を観察、確認又は計測し記録する。
(2) 杭の貫入記録は、杭伏図に記入し、その都度遅延なく担当係員に提出する。
4. 土工事
4.1. 障害物除去

(1) 指定された工事区域内にある腐蝕土及びその他有害物は、掘起し除去する。
(2) 工事中に遭遇した障害物は、担当係員に報告の上指示を受け除去する。
(3) 除去された障害物は特記仕様書の指定又は担当係員の指示により処分する。
4.2. 敷地内仮排水
堀削及び整地を行うに先立って、工事区域内の排水を効果的に行うため、適当な仮排水工を考える。

4.3. 遣り方

遣り方は所要の位置勾配に正しく堅牢に設け、時折点検を行い、不正確なもの及び破損したものは修正しなければならない。
4.4. 材　料

盛土、埋戻し及び置換等に使用する材料は、特記仕様書又は設計図に規定したものとし木根やその他有害物が混入しないもので、担当係員の承認を受けたものとする。
4.5. 堀　削

(1) 根切りはやり方にならい、深さは正確で構築物の施工に十分な余裕のある寸法に堀下げ、必要に応じて山留を施す。山留工を行なうに際しては、原則として施工計画書を提出する。
(2) 既設の地下ケーブル、地下埋設管、その他埋設物の付近を掘削する場合は、担当係員立会いのもとに手堀による試験堀を行い埋設物の位置を確かめた後行う。
(3) 堀削底面に有害物が現れたときはそれを取り除き、また堀りすぎた場合には、担当係員の承認を受けた適正な土砂で埋戻し十分に締固める。
(4) 工事に支障を来す湧水、溜水などは適当な設備により水替を行い、根切り底を常に良好な状態に保つようにする。
4.6. 埋 戻 し

4.6.1. 一　般

(1) 埋戻しの時期は担当係員の指示による。
(2) 埋戻しの締固め方法及び資機材は、担当係員の承認を受けるものとする。
(3) 埋戻しにあたっては構築物が動いたり損傷しないように十分注意して行なう。
(4) 埋戻しの締固め程度は特記仕様書又は設計図書による。
4.7. 残土処分

(1) 残土処分の場所は原則として構内指定場所とし、担当係員の指示による。
(2) 残土には他の堆積物や屑を混入しないようにする。
4.8. 盛土及び土えん提

(1) 盛土の１層の盛土厚は30cm以下とし、十分締固めた後次の盛土を施工し、図面に示すとおり正確に仕上げる。
(2) 締固め程度
締固め程度は、設計図書又は特記仕様書に示された値を下回ってはならない。
4.9. 道路路床の築造

(1) 道路の路床部に軟弱土や有害物があるときは、担当係員の指示によりこれを取り除き、適正な土で置き換える。
(2) 路床の締固めは、「5.8盛土及び土えん堤」の規定に従う。
(3) 路床は、図面に示すとおりその横断勾配、縦断勾配に正しく転圧し、仕上げる。
4.10. 割栗及び砂利地業

材料は硬質頑丈なものを用い、施工図に示すとおり転圧機械にて一定レベルに突きならす。割栗を使用する場合には小羽立てに敷き並べ、目潰し砂利で空隙を十分に満たすようにする。
4.11. 整　地

整地は、図面に示された地盤高さに平滑に仕上げる。図示のない場合は担当係員の指示による。

5. コンクリート工事
5.1.  一　般

ここに規定されない項目は、一般構造物については日本建築学会のJASS５（鉄筋コンクリート工事）に従う。
5.2. コンクリートの品質

JASS 5に規定する“常用”あるいは同等品以上とし、所要の強度、耐久性、水密性などを持ち、品質のばらつきの少ないものとし耐アルカリシリカ反応試験に合格したものとする。これ以外の品質のコンクリートを使用する場合は、特記による。
5.3. 材　料

5.3.1. セメント

(1) セメントはJIS R 5210（ポルトランドセメント）に規定する普通ポルトランドセメント、又は早強ポルトランドセメントを使用する場合は、担当係員の承認を受ける。その他のセメントの使用については特記による。
5.3.2. 細骨材

(1) 細骨材は、砂、砕石、高炉スラグ細骨材、フェロニッケルスラグ細骨材、銅スラグ細骨材及び電気炉参加スラグ細骨材並びにこれらを混合したもののいずれかとする。
5.3.3. 粗骨材

(1) 粗骨材は、砂利、砕石、高炉スラグ粗骨材及び電気炉参加スラグ粗骨材ならびにこれらを混合したもののいずれかとする。
5.3.4. 水

水は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の付属書3（規定）［レディーミクストコンクリートの練混ぜに用いる水］による。
5.3.5. 混和材料

(1) 混和材を使用する場合は、担当係員の承認を受ける。
5.3.6. 鉄　筋

(1) 鉄筋は、JIS G 3112（鉄筋コンクリート用棒鋼）に適合するものとする。
(2) 鉄筋の使用にあたっては、原則として材料証明書を提出する。
(3) 溶接金網は、JIS G 3551（溶接金網）に適合するものとする。
5.4. レディーミクストコンクリート

5.4.1. 一　般

(1) コンクリートはJIS A 5308に適合したレディーミクストコンクリートを用いるものとする。

(2) コンクリートの製造工場は工事開始に先立ち、工場の選定を行い担当係員の承認を受ける。
5.4.2. 品　質

(1) 設計基準強度
(2) 気乾単位容積質量
(3) スランプ
(4) 単位水量の最大値
(5) 単位セメント量の最小値
(6) 水セメント比の最大値

(7) 塩化物量
5.4.3. 受入れ

(1) コンクリートの打ち込みを円滑に行なうため、打ち込む前に、納入日時、コンクリートの種類、数量、荷卸し場所、納入速度などを担当係員に報告する。
(2) 荷卸し場所に於けるコンクリートの品質は、JIS A 5308に準じるものとする。

(3) 同一打ち込み区間に、2つ以上の工場のコンクリートが打ち込まれないようにすること。

(4) 報告書として、下記事項について担当係員に報告する。
(5) 配合報告書及び材料試験結果

(6) コンクリートの強度試験結果
5.5. 打ち込み

5.5.1. 一　般

(1) 運搬用機器は、コンクリートポンプ、バケット、シュート、手押し車等とし、コンクリートの種類及び品質ならびに施工条件に応じて、運搬によるコンクリートの品質の変化の少ないものを選定し、事前に要領を担当係員に提出し承認を得る。
(2) コンクリートには、運搬及び圧送の際に水を加えない。
(3) コンクリートの品質に悪影響を及ぼす恐れのある降雨、降雪が予想される場合及び打ち込み中のコンクリート温度が2℃を下回るおそれのある場合は、適切な養生を行なう。尚、適切な養生を行なうことができない場合は、打ち込みを行なわない。

5.5.2. 打ち込み

(1) 準　備

(a) コンクリート打ち込み前に、鉄筋、型枠、アンカーボルトなどの配置について担当係員の検査を受ける。
(b) 打ち込みに先立ち、打ち込み場所を清掃して雑物を取り除き、散水してせき板及び打ち継ぎ面を湿潤にする。
(c) 打込み箇所に停滞又は流入する水は排除する。
(d) コンクリートポンプを使用する場合、型枠、鉄筋及び既に打ち込んだコンクリートに有害な影響を与えないように輸送管を設置する。
(e) シュートは、原則として縦型のフレキシブルシュートとする。

(2) 打ち込み

(a) 打ち込みの際、アンカーボルト、鉄筋、パイプスリーブ、その他必要な埋設物を移動させないように注意する。特に、アンカーボルト、型枠は、いささかも移動させてはならない。
(b) コンクリートは型枠内に投入してから、再び移動させる必要のないように打ち込む。特に、内部振動機を用いて流動化させながらコンクリートを移動させるようなことをしてはならない。
(c) 分離した粗骨材は、モルタル分の多いコンクリート中に埋め込むようにする。又、打ち込み中に著しい材料分離が認められた場合には、練り直して均等質なコンクリートにしてから打ち込むとともに分離を防止する手段を講ずる。
(d) コンクリートの自由落下高さおよび水平流動距離は、コンクリートが分離しない範囲とする。
(e) コンクリートは、あらかじめ計画した作業区画を完了するまで連続して打ち込む。
(f) 柱に区切られた壁においては、柱を通過してコンクリートを横流ししてはならない。
(g) 水平な打ち継ぎには、レイタンスがたまるのを防ぐため、表面にたまった水を排除する。
5.5.3. 締め固め

(1) コンクリートの締固めには、内部振動機を用いることを原則とする。薄い壁など内部振動機の使用が困難な場所には、型枠振動機を用いる事ができる。使用する振動機は、担当係員の承認を得たものとする。
(2) コンクリートは、打ち込み直後に十分締固め、コンクリートが鉄筋の周囲及び型枠のすみずみまで行きわたるようにする。
(3) 振動締固めにあたっては、振動機を下層のコンクリート中に10cm程度挿入するようにする。また、振動機はコンクリートから徐々に引抜き、後に穴が残らないようにする。
(4) 内部振動機を用いて締固め時の振動機はなるべく鉛直に一様な間隔にこれを差し込む。その間隔は約60cm以下とし、上面にペーストが浮くまで加振する。
(5) 内部振動機は鉄筋や型枠に触れないように注意する。
5.5.4. 打ち継ぎ

(1) 水平な打ち継ぎには、レイタンスがたまるのを防ぐため、表面にたまった水を排除する。
(2) 同一区画の打ち込み継続中における打ち継ぎ時間は、先に打ち込まれたコンクリートの最振動可能時間以内とする。
5.5.5. 基礎の仕上げ

(1) 各装置の基礎に対する地上見え掛り部分の仕上げは特に指定のない限りコンクリート打放仕上げとする。
(2) コンクリートの上面は所定の高さ及び形に仕上げる。
(3) 機器又は架構等を据付ける基礎については機器又は架構等の据付け位置及び高さが違わないための墨出しを行うものとする。
5.6. 養　生

(1) コンクリート打ち込み後は、日光の直射、寒気、風雨及び損傷を避け、コンクリートの露出面を適切な材料で覆い、7日間以上湿潤を保つ。ただし、早強コンクリートの場合は5日間以上とする。
(2) コンクリートの打ち込み又は仕上げ後約3日間は、有害な振動、衝撃及び荷重を与えてはならない。
5.7. 検査及び補修

(1) 型枠取外し時、コンクリートの表面は担当係員の検査を受ける。
(2) 型枠取外した後、不完全な表面のあるコンクリートの補修は　担当係員の指示による。
(3) タイロッドの撤去により残された穴は、モルタル充填を行い周囲の面とよく一致するように仕上げる。
5.8. 試　験

(1) コンクリートは下記の方法により試験を行う。ただし、生産者から提出された管理試験の結果により担当係員が承認した場合は試験の一部を省略することができる。
(a) 強度試験は、JIS A 1108(コンクリートの圧縮試験方法)及びJIS A 1132(コンクリートの強度試験用供試体の作り方)による。
(b) スランプ試験は、JIS A 1101(コンクリートのスランプ試験方法)による。
(c) 空気量試験は、JIS Ａ1116 (重量方法)、JIS A 1118(容積方法)、JIS A 1123(空気室圧力方法)のいずれかによる。
(d) 試料の採取方法は、JIS A 1115（まだ固まらないコンクリートの試験採取方法）による。
5.9. 寒中及び暑中コンクリート

5.9.1. 寒中コンクリート

日平均気温が４℃以下になると予想される時は、コンクリートの施工は次の事項について注意する。
(1) 寒中においてもコンクリートの所要の性能が得られるように調合及び養生計画を定め、担当係員の承認を受ける。
(2) コンクリートの温度は、打込みの時10℃～20℃を原則とする。
(3) コンクリートの打込みの時、鉄筋、型枠などに氷雪が付着していてはならない。また、地盤が凍結している場合は、これを溶かしてから打込む。
(4) 初期養生は、コンクリートのどの部分も0℃以下にならにようにし、その期間は担当係員の指示による。
5.9.2. 暑中コンクリート
(1) コンクリートの温度は、打込みの時35℃以下とする。
(2) コンクリートの練混ぜから打ち込み終了までの時間は90分以内とする。

(3) 熱せられたコンクリート、地業等の上に、直接コンクリートを打ち込まない。
(4) 打込み終了後は、水分の急激な発散及び日射による温度上昇を防ぐよう、コンクリートへの散水により常に表面が湿潤に保たれるように注意する。
5.10. 型枠及び支保工

5.10.1. 材　料

型枠及び支保工に用いる材料は、強度、剛性、耐久性、作業性、打込まれるコンクリートに対する影響を考慮して選定する。
(1) スペーサー
      スペーサーは金属製とし、見え掛りの打放しコンクリート用のスペーサーには、フォームタイを使用する。水密性を要求される構造物には水密性のフォームタイを使用する。
(2) はく離剤
　　　はく離剤は、コンクリートの品質及び表面仕上げ材料の付着に有害な影響を与えないものとする。
(3) 型枠の再使用
      型枠再使用の場合は破損箇所を修理し、コンクリートに接する面は十分に清掃する。
5.10.2. 支保工及び型枠の組立

(1) 支保工及び型枠は、図面に基づき、位置、形状、寸法を正確にかつ打込時の荷重、衝撃、浮上り等に対して十分安全に組み立てる。担当係員が要求した場合は、支保工及び型枠の強度、変形の計算を行い、担当係員に提出する。
(2) 型枠は足場、遣方などの仮設物に連結してはならない。
(3) パイプスリーブ、アンカーボルトなどの埋設物は、コンクリート打込み時に移動しないように堅固にまた正確な位置に取り付ける。
(4) 水槽や地下壁などの型枠工事について、壁を貫通するパイプ、その他の埋設物の周囲などのセメントペーストの漏洩防止について入念に施工する。
(5) 要所に適当な掃除口を設け、清掃ならびに検査を容易にする。
(6) 特に指定のない限り、見え掛りのコンクリートの出隅は面取りとする。

(7) 支柱は垂直に立てる。
5.10.3. アンカーボルトの取り付け

アンカーボルトの取り付けは、第7章による。
5.10.4. 型枠の検査

型枠は、コンクリートの打込みに先立ち、設計寸法との相違、埋込金物類の位置及び数量、支保工の安全性、その他について担当係員の検査を受ける。
5.10.5. 型枠及び支柱の存置期間

(1) コンクリート打設後の型枠及び支柱の存置期間は、表４に準ずるが、取外しの時期及び順序については、担当係員に連絡する。
表４  型枠及び支柱の存置期間（建設省告示第110号）
	
	型            枠
	支     保     工

	部     位
	基礎・梁側・柱
及び壁
	13  ラ  ブ下
及び梁下
	ス  ラ  ブ  下
	梁     下

	セメントの種類
	早強
ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ
	普通
 ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ
	早強ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ
	普通
ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ
	早強
ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ
	普通
ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ
	早強
ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ
	普通
ﾎﾟﾙﾄ
ﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ

	コンクリート
の圧縮強度
	5N/mm2
	設計基準強度の
50％
	設計基準強度の
85％
	設計基準強度
100％以上

	ｺ のﾝ 材ｸ 令|

ﾄ
(日)
	平均気温
15℃以上
	2
	3
	4
	6
	8
	17
	28

	
	平均気温
5℃以上
15℃未満
	3
	5
	6


	10
	12
	25
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	平均気温
5℃未満
	5
	8
	10
	16
	15
	28
	

	型枠及び支柱の存置期間は、各部位において上表に示す値以上のコンクリートの圧縮強度が得られるまでとする。ただし、存置期間中の平均気温が10℃以上の場合は上表に示す材令以上経過すれば取外してもよい。


(2) 支柱の盛りかえは下記による。
(a) 大梁の支柱は盛りかえてはならない。
(b) 直上階に著しく大きい積載荷重のある支柱は盛りかえてはならない。
(c) 支柱の盛りかえは養生中のコンクリートに有害な影響を与えないように行う。
5.11. 鉄　筋

5.11.1. 鉄筋の加工

(1) 鉄筋に付着した浮き錆、油類、どろ、その他コンクリートとの付着力を減ずる恐れのあるものは除去する。また、有害な曲がり、損傷のある鉄筋を用いてはならない。
(2) 鉄筋加工は設計図の寸法、形状に従い、重要な構造物については加工図を作成し担当係員の承認を受ける。
(3) 鉄筋の加工に当たっては、材質に悪影響を及ぼすような方法で行ってはならない。
(4) 鉄筋は常温で加工するのを原則とする。やむを得ずこれを熱して加工する場合には、その全作業について担当係員の承認を受ける。ただし、冷間加工異形棒鋼は加熱してはならない。
(5) 次に示す鉄筋の末端部にはフックをつける。
（a） あばら筋及び帯筋
（b） 柱及び梁の出隅部分の鉄筋
5.11.2. 鉄筋の組立

(1) 鉄筋は組み立てる前に清掃し、浮錆び、その他鉄筋とコンクリートの付着を害するおそれのあるものは取り除く。
(2) 鉄筋は正しい位置に配置し、コンクリートの打ち込みに際し、移動しないように交錯箇所はなまし鉄線にて結束し、スペーサー、組立筋、吊金物、その他適当な方法を講じて堅固に位置と間隔を保持する。
(3) 墨出し後、主筋のかぶり厚さが所定の寸法通り取れないことが判明した場合は、その処理について、担当係員の指示を受ける。

5.11.3. 鉄筋の定着及び継手

(1) 定　着
鉄筋の定着長さは、特に指示のない場合表７による。

表７  鉄筋の定着及び重ね継手の長さ(「JASS5」より)

	鉄筋の　　種　　　類
	ｺﾝｸﾘｰﾄの
設計基準強度の範囲(kgf/c㎡)
	定 着 の 長 さL
	重ね継手の長さ
(L1)

	
	
	1  般
(L2)
	下  端  筋　(L3)
	

	
	
	
	小 梁
	床ｽﾗﾌﾞ・屋根ｽﾗﾌﾞ
	

	SR 235

SRR235
	150

180
	45dﾌｯｸつき
	25dﾌｯｸつき
	15cmﾌｯｸつき
	45dﾌｯｸつき

	
	210、225

240
	35dﾌｯｸつき
	
	
	35dﾌｯｸつき

	SD295A

SD295B

SDR295

SD345

SDR345
	150

180
	40d又は
30dﾌｯｸつき
	25d又は
15dﾌｯｸつき
	10dかつ
15cm以上
	45d又は
35dﾌｯｸつき

	
	210、225

240
	35d又は
25dﾌｯｸつき
	
	
	40d又は
30dﾌｯｸつき

	
	270、300

360
	30d又は
20dﾌｯｸつき
	
	
	35d又は
25dﾌｯｸつき


(注)

(a) 末端のフックは、定着及び重ね継手の長さには含まれない。
(b) dは鉄筋の公称直径とする。
(c) 直径の異なる鉄筋の重ね継手長さは、細いほうの鉄筋公称直径とする。
(d) 表中にない種類の鉄筋を用いる場合は、特記による。
(e) はり及びスラブ筋定着のための中間折り曲げにあっては、表中の定着の長さLにかかわらず、柱及びはりの中心をこえてから折り曲げる。（図１参照）
(2) 継　手
(a)  図面に指示されていない鉄筋の継手位置及び方法は、担当係員の指示又は承認を受ける。
(b)  継手の位置は、なるべく応力の大きいところを避け、かつ同一箇所に集中しないように配置する。
(c)  重ね継手
重ね継手の長さは特に指示のない場合は表８による。SD390以上の場合は特記による。
(d) 溶接継手           

溶接継手は日本建築学会基準(溶接工作基準Ⅰアーク手溶接)による。
溶接工は、JIS Z 3801に規定する中板下向試験（A-2F）及び中板立向試験（A-2V）に合格した者とする。
電弧溶接による重ね継手の重ね長さは両面溶接の場合鉄筋径の5倍以上とする。
(e)  ガス圧接継手
ガス圧接継手は日本建築学会基準（溶接工作基準Ⅲガス圧接）による。
ガス圧接工は、JIS Z 3881（ガス圧接技術検定における試験方法及び判定基準）に規定するガス圧接技術試験にガス圧接技術試験に合格したものとする。

5.11.4. 溶接金網の定着及び継手

溶接金網の定着長さは、支持部材の内側表面から溶接金網の最外端の横筋までの距離をLとし、その値は１節半以上、かつ15cm以上とする。また、重ね継手長さは、2枚の溶接金網のそれぞれの最外端の横筋間の距離をLとし、その値は１節半以上、かつ15cm以上とする。
図２  溶接金網の定着及び重ね継手長さ
　　　　　　　　　
　　　　　　　[image: image1.wmf]　
　　　　　　　　　　(a)定着長さ　　　　　　　　(b)重ね継手の長さ
5.11.5. 鉄筋のかぶり

鉄筋に対するコンクリートのかぶりは、特記又は設計図による。特記及び設計図に示されていない場合は表８による。ただし、柱及び梁の主筋にD29以上を使用する場合は主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上として最小かぶり厚さを定める。
　　　　　　　　　　表８  鉄筋のかぶり厚さ(「JASS5」より)　　　　　（単位：mm）
	部　位
	かぶり厚さ
	最小かぶり厚さ

	土に接しない
部分
	 屋根スラブ
      床スラブ
      非耐力壁
	屋内
	    30
	20(屋外で仕上げなし30)

	
	
	屋外
	40 1)
	

	
	      柱
      はり
      耐力壁
	屋内
	    40
	30(屋外で仕上げなし40)

	
	
	屋外
	50 2)
	

	
	      擁                  壁
	50 3)
	40

	土に接する部分
	柱・はり・床スラブ・耐力壁
	    50
	40(軽量ｺﾝｸﾘｰﾄ50)

	
	      基  礎  ・  擁  壁
	    70
	60(軽量ｺﾝｸﾘｰﾄ70)


(注)　1)耐久性上有効な仕上げのある場合、係員の承認を受けて30mmとすることができる。
　　　2)耐久性上有効な仕上げのある場合、係員の承認を受けて40mmとすることができる。
　　　3)ｺﾝｸﾘｰﾄの品質及び施工方法に応じ、係員の承認を受けて40mmとすることができる。
5.12. 検　査

(1) 鉄筋はコンクリート打ち前に、組立てその他について担当係員の検査を受ける。
(2) 建築基準法の適用を受ける構造物の鉄筋工事においては、その配筋について必要に応じ、監督官庁の検査を受ける。
6. アンカーボルト取付工事

6.1. 材　料

アンカーボルトの母材、ナットの材料はJIS G 3101又はJIS G 3112に適合するものとする。
6.2. 一　般

(1) ６本以上の円形に配置されたアンカーボルトの取り付けには鋼製型板を使用するよう考慮する。
(2) その他のアンカーボルトの取付けには適当な型板を使用するよう考慮する。
6.3. 製　作

6.3.1. アンカーボルトの製作

(1) アンカーボルトの形状、寸法、外観はアンカーボルト標準図による。
6.3.2. 鋼製型板の製作

(1) 鋼製型板は、設計図の寸法、形状に従って製作図を描き、これに従って製作を行うものとする。製作図は担当係員の承認を受けるものとする。
(2) 型板には正確な中心線及び方位4点を明記する。
(3) 原則として鋼製型板製作用の原寸型板は、ベースプレート製作用原寸型板と同一のものを使用する。
6.4. 型板の支持及びアンカーボルトの取付け

(1) 型板は取付け前に形状、寸法、方位を検査する。
(2) 鋼製型板は型枠に支持させない。ただし、架台用型枠の上に据付けられる場合など止むを得ない時は、型板が移動しないように特に注意する。
(3) アンカーボルト及び型板は位置、方位、垂直度、突出長さなどを正確に保つように取付ける。取付け誤差は平面で±2mm、高さで±3mmとする。

7. 排水工事

7.1. 材　料

(1) 陶管、鉄筋コンクリート管、遠心力鉄筋コンクリート管及びコンクリート二次製品、鋳鉄管などの品質、形状、寸法、試験、検査などはJISによる。JISに規定がない物については、製造業者の材質証明書又はサンプルを提出し、担当係員の承認を受ける。
(2) セメント、洗砂及び洗砂利については、5.コンクリート工事による。
(3) 木材はその用途に対して、有害な欠点のない良質な生松材でなければならない。
7.2. 土工事

4.土木工事による。

7.3. 管の敷設

7.3.1. 一　般

(1) 管内部の継手ごみ、泥などは除去清掃する。
(2) 管の運搬、取り扱いにあたっては管に損傷を与えないようにする。損傷を受けた管の処置は担当係員の指示による。
(3) 塗装またはメッキの指定のある管で、塗装面に損傷を生じた場合は、敷設前に補修を行なう。
(4) 管は受口を土流側に向けることを原則とする。
(5) 管の中心線及び勾配を正確に保持し、管の移動が生じないようにする。
(6) 軟弱地盤に遭遇し、図面通りの基礎工事では十分な支持力が期待されない場合、担当係員に遅延なく報告し、その指示を受ける。
7.3.2. モルタル接合

(1) 継手は、ごみ、泥を除去清掃し、清水でよく湿らせる。
(2) コーキング用モルタルは、セメント及び砂の容積比を１：１～２の調合とし、水セメント比は１６%内外を標準とする。加水後1時間以後のモルタルは使用しない。
(3) モルタルは継手部に十分充填させるが、モルタルが内面に突き出さないようにする。
(4) 2日間以上の養生を施す地下水のある所では、ある程度モルタルが硬化するまで水替を行う。
7.3.3. ラバーリング接合

(1) ラバーリングはスピゴット外周にねじれと不均一な伸びのないようにかける。
(2) 管の引き込み作業後、ラバーリングが平均して所定の位置に収まっているかどうか検査し、不適当なものはやり直す。
7.3.4. 鋼　管

鋼管の敷設については特記による。
7.3.5. その他の接合

鋳鉄管のメカニカルジョイント、耐酸、耐アルカリ継手、プラスチック管の継手などについては特記による。
7.4. 桝（マンホール、集水ますなど）、L型、U型側溝、開渠及び暗渠

(1) 各構築物は設計図に従い、所定の位置、高さ、勾配及び方向を定め施工する。
(2) 継目は漏水しないように仕上げる。
7.5. 試験及び検査
(1) 配管、その他の構造物が完成したならば、十分に清掃をして借り締切その他仮設物を除去し、担当係員の検査をうけなければならない。
ただし、掘削後、基礎施工後、管接合後、及び各層埋戻し後のように工事の施工中でなければその検査が不可能、もしくは著しく困難となる部分は、その都度担当係員に届け出て検査を受けなけばならない。
(2) 特記のある場合、埋め戻し前に通水試験あるいは満水による漏洩試験を行う。
(3) 排水管は、埋め戻し前に、管の深さ、通り、勾配、管の内部及び接合部について検査を行なう。
(4) 下記の如く不良箇所が確認された場合は補修を行なう。
(a)  管の接合部などにおいて点滴、謝水などの漏水がある場合。
(b)  管の敷設勾配が不正確な場合。
(c)  管の敷設勾配が不正確なため吃水線に甚だしいうねりが生じている場合。
(d)  枝管、鉄筋、モルタル、その他管内に突起物ある場合。
8. コンクリート舗装工事

8.1. 材　料

8.1.1. 路床材料

CBR２未満の材料は使用してはならない。CBR ２以下の材料は良質土と置換えること。
8.1.2. 路盤材料

上肩路盤材料
図１に示す粒度範囲にある材料を使用すること。
これに相当する材料が得難い場合は粒度調整を行うか、または担当係員の承認を得た所要支持力が得られる材料を使用すること。
下肩路盤材料
CBR８以下の材料は使用してはならない。
図１　粒径と粒度範囲
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8.1.3. コンクリート

コンクリートの材料は土木学会制定コンクリート舗装標準示方書第３章及び第４章に従うこと。レディーミクストコンクリート使用の場合はJIS A 5308に従うこと。
8.1.4. 鉄　網

特記なき場合は次による。
鉄筋使用量    １ｍ2当り  ３kg

組　立        溶接またはなまし鉄線による。
かぶり        ５～７cm

8.1.5. 目地材

注入目地材はコンクリートの膨張収縮に順応し、水に溶けず、水を通さず、高温時に流れ出さず低温時にも衝撃に耐え、滞油性で、かつ耐久的なものでなければならない。
8.1.6. 路盤紙

吸水しがたく、コンクリートの打ち込み、締め固めの際破れないものであること。
8.2. 施　工

8.2.1. 路床及び路盤工事

(1) 路　床
路盤材を敷く前に、路床を深さ15cmの厚さでかき起こし、所要の支持力比が得られるまで十分締め固めなければならない。
(2) 路　盤
(a)  路盤材料は、各層を厚さ10cm程度に敷きならし、必要に応じ散水し、適当な含水比で10ton以上のマカダムローラーその他によって、路盤が所要の支持力係数を得られるまで、これを締固めならければならない。
(b)  路盤材料として2種以上の材料を混合して用いる場合には、適当な機械で均等質になるまで混合しなければならない。
(c)  路盤高の高低についての誤差は、高い場合には5mm、低い場合には10mmをこえてはならない。
8.2.2. 目　地

(1) 膨張目地及び収縮目地は、設計図に示された位置に正しく設置すること。
(2) 地域舗装の場合はスラブは、区画を交互に打設すること。
(3) 膨張目地
(a)  膨張目地板は、路面に垂直で、一直線にとおり、板全幅にわたって完全に板が絶縁出来るようにしなければならない。施工中に目地板の曲がり、途中での切れ、傾き、浮き上り及び型枠との間の空きがないように常に注意しなければならない。
(b)  目地は、舗装全幅に渡って通し、目地の集まる所は、正しくかつ同じ高さにこれを仕上げること。
(4) 収縮目地
(a)  収縮目地は、閉止目地、または突付目地とする。
(b)  閉止目地は、定められた深さまで路面に対して垂直に切り込み、注入目地材でみぞをシールする。
(c)  突付目地は、硬化したコンクリート側に潺青材を塗るか、またはアスファルトペーパーその他をはさんで新コンクートが付着しないようにする。
(d)  スリップバー、タイバーは定められた位置に正しく設置する。
(e)  相接するコンクリート版の目地部分の高さの差は、2mm以上あってはならない。
8.2.3. 型　枠

(1) 型枠は、木製、または鋼製の十分堅牢なものを使用し、コンクリート打設垂直方型枠の高さは、コンクリートの端部厚さ以下となってはならない。
(2) 型枠は、コンクリート打ち込み後気温が10℃を下がらない時は20時間以上、10℃以下の時は36時間以上取外してはならない。
8.2.4. 鉄　網

(1) 鉄網は堅固に設置し、コンクリートの打ち込み及び締め固めのときにたわみを生じたり、移動しないように注意しなければならない。
(2) 鉄網の継手は、少なくとも20cm以上重ね合わせなければならない。
8.2.5. 打　設

(1) コンクリートを打設する前に路盤を十分に湿らすか、または路盤紙を使用すること。
(2) コンクリートは材料が分離しないように注意して、これを敷きならさなければならない。
(3) コンクリートは敷きならした後、速やかに振動機で一様かつ十分にこれを締め固めなければならない。特に型枠目地の付近は、入念に締め固めなければならない。
8.2.6. 表面仕上げ

打設後の表面は、締め固めとむら直しの後、平滑に仕上げるものとする。道路舗装のコンクリートの表面は、道路の中心線に平行に長さ1mの直線定規をあてた場合、凹部が5mm以上あってはならない。ただし、この場合直線定規は常に半分以上重複させて検査するものとする。
8.2.7. 養　生

(1) 日本道路協会のセメント・コンクリート舗装要綱に従うものとする。
(2) 養生材を使用する場合はその養生剤の使用方法は、製作者の仕様に従うものとする。
(3) 打設面は、徒歩交通は72時間、車輌交通は14日間遮断するものとする。
ただし、緊急の場合は、コンクリートの曲げ強度が2.5kg／c㎡以上になった時は、交通開放する事ができる。
8.2.8. 地下埋設物

地下配管、排水系統、電線管、溝などの工事は、いかなる区域においても、全て舗装に先立って施工されなければならない。
8.3. 試　験

コンクリートの現場試験は、5.コンクリート工事に従うものとする。
8.4. 検　査

道路舗装については工事完成後、長さ１ｍの直線定規を道路の中心線に平行に、すでに定規をあて検査したところに、半分以上重複させながら舗装面の不陸を検査する。5mm以上あく場合は、舗装面の高い所を削り取って不陸直しをすること。
9. アスファルト舗装工事

9.1. 一　般

路床については、日本道路協会（道路土木指針）に従うこと。
9.2. 材　料

9.2.1. 石油アスファルト

石油アスファルトの材質は、JIS K 2207(石油アスファルト)のストレートアスファルトとし、その品質は日本道路協会の規定に合格しなければならない。
9.2.2. アスファルト乳剤

アスファルト乳剤は、JIS K2208(石油アスファルト乳剤)の規定に適合しなければならない。その品質は日本道路協会の規定に適合しなければならない。
9.2.3. カットバック・アスファルト

カットバック・アスファルトRC及びMCは水分を含まず使用前に分離あるいは凝固をおこしてはならない。その品質は日本道路協会の規定に適合しなければならない。
9.2.4. 舗装タール

舗装タールは、JIS K 2472（舗装タール）の規定に適合しなければならない。
9.2.5. 骨　材

(1) 砕　石
砕石の粒度は、JIS A 5001(道路用砕石)の規定に適合しなければならない。玄武岩、安山岩、硬質砂岩、硬質石灰岩またはこれに準ずる石質を有する岩石または玉石を破砕したもので均等質であり清浄、強硬、耐久的であって脆いうすっぺらな、あるいは細長い石片の有害量を含んではならない。
砕石の材質は表１及び表２のとおりとする。
                          表1  砕石の材質
	用  途
	表層･基層
	上   層   路   盤

	
	
	ﾏｶﾀﾞﾑ工法浸透式工法
	　粒度調整工法、歴青安定処理工法、
　セメント安定処理工法

	表乾比重
吸込量 %

ｽﾘﾍﾘ減量 %
	2. 45以
3.0以下35以下
	40以下
	50以下

	（注）試験方法はJIS A 5001の規定による。尚、表層・基層、砕石の材質試験は粒度範囲13～5mmで行う。上層路盤用砕石については主として使用する粒度について行なえばよい。


                                表２  耐久性の限度
	用  途
	表層・基層
	上  層  路  盤

	損失量 %
	12
	20

	（注）試験方法はJIS A 1122の硫酸ﾅﾄﾘｳﾑを用いるものによる５回繰り返しとする。


(2) 砂　利
砂利は採取地によって川砂利、山砂利、海砂利などに分けられる。
(3) スラグ
スラグは空冷高炉鉱サイなどを破砕したものとする。新しいスラグは亜硫酸ガスを多量に発生するものがあるので十分調査したうえ使用しなければならない。スラグのすり減り量、粒度などについては砕石に準ずる。
(4) 砂
砂は清浄、強硬、耐久的で適当な粒度を持ち、ごみ、泥、木くず、有機物などの有害量を含まないものでなければならない。
(5) フイラー
フイラーは石灰石、火成岩類を粉砕したもの及びポルトランドセメントなどであり、完全に乾燥しており微粒子が団粒になったものがあってはならない。

                       表３  フイラー粒度の標準
	通  過  フ  ル  イ
	通 過 量 の 重 量 百 分 率

	0.6  mm

0.15 mm

0.074mm
	100

90以上
70以上


9.3. 配　合

(1) 地域の状況により骨材粒度を考慮するものとし、材料及び配合は表４による。

                             表４  加熱混合物の標準配合
	種    類
	粗粒度ｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ
	密粒度ｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ
	修正ﾄﾍﾟｶ

	用    途
	基    層
	表    層
	表    層

	仕上り厚さcm
	４～６
	5～6
	4～5
	3～5

	最大粒径mm
	20
	20
	13
	13

	通過
重量
百
分
率
%


	ﾌﾙｲ25

20

13

5

2. 5

0.6

0.3

0.15

0.074
	100

95～100

70～90

35～55

20～35

10～22

6～16

4～12

2～6
	100

95～100

75～90

45～60
	100

95～100

55～75
	100

95～100

65～80

50～65

25～40

－
8～20

3～８

	
	
	
	35～50

18～29

13～23

6～16

4～8
	

	ｱｽﾌｧﾙﾄ量 %
	4.5～6.5
	5.0～7.0
	6.0～8.0

	ｱｽﾌｧﾙﾄ針入度
	60～80、80～100、100～120


                         表５  浸透式工法の配合例
	
	ｽﾄﾚｰﾄｱｽﾌｧﾙﾄ
	ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤
	ｶｯﾄﾊﾟｯｸｱｽﾌｧﾙﾄ
	舗装ﾀｰﾙ

	舗装厚さ
	cm
	5
	7
	5
	7
	5
	7
	5
	7

	骨
材
寸法mm
	60～40

30～20

20～13

13～5

5～2.5
	m3

m3

m3

m3

m3
	5. 0

1.5

－
1.0

0.5
	5.0

3.0

1.5

1.0

0.5
	5.0

－
1.5

1.0

0.5
	5.0

3.0

1.5

1.0

0.5
	5. 0

1.5

－
1.0

0.5
	5.0

3.0

1.5

1.0

0.5
	5. 0

1.5

－
1.0

0.5
	5.0

3.0

1.5

1.0

0.5

	骨材使用量
	m3
	8.0
	11.0
	8.0
	11.0
	8.0
	11.0
	8.0
	11.0

	歴青材使用量
	㍑
	460
	650
	600
	800
	500
	700
	500
	700


(注)  表にはプライムコートまたはシールコートに要する材料は含まない。また表の数量には、損失量を含んでいない。
                              表６  プライムコート
	路盤または基層の状況
	毛  管  水  の  状  態
	砂質その他
吸収性が大きい
	備     考

	
	影響を与える
必要がある
	毛管水の影響
が少ない
	
	

	歴青材料
の種類
	MC-0

MC-1

MC-2
	舗装ﾀｰﾙ
常温用1号
常温用2号
	MC-2

MC-3

PE-3
	舗装ﾀｰﾙ
常温用1号
常温用2号
	RC-0

RC-1

MC-2

MC-3

PE-3
	舗装ﾀｰﾙ
常温用2号
常温用3号
ｽﾄﾚｰﾄ
ｱｽﾌｧﾙﾄ
100～120

120～150

150～200
	RCは分解が早いので一般には使用しないこと。

	
	
	
	
	
	
	
	

	歴青材料
散布量
㍑／ｍ3
	1.5  ～
～
2.0
	1. 0

   ～
      2.0
	1.5

～2.0
	1. 0

   ～
     1.5
	1.5～2.0
	1. 0

   ～
     1.5
	路盤または基層が十分締っていない状況ではさらに20～30％増す。


表７  タックコート
	路面の状況
	歴  青  系
	セ メ ン ト 系
	備    考

	歴青材料の種類
	ストレート
アスファルト
100～120

120～150

150～200

RC-0

RC-1

RC-2

舗装ﾀｰﾙ
常温用2号
常温用3号
加熱用1号
PE-4
	ストレート
アスファルト
100～120

120～150

150～200

RC-0

RC-1

RC-2

PE-4

PE-5
	路面の種類、新旧の程などに応じて決める。
継目におけるタックコートについても本表を参考にすること。

	歴青材料の使用量
㍑／ｍ3
	0.5～1.5
	0.5～1.5
	路面の粗、細の状況に応じて使用量を決める


(注1)  シートアスファルト舗装で基層と表層の下部、または表層の下部と上部とを同日もしく
は翌日に施工翌日に施工する場合のように、基層や表層の下部がまだ交通のため全く汚
されないか、温度の冷え切らないうちに上の舗設をするときは、タックコートを行なわ
なくてよい。
(注2)  基層または表層の下部がアスファルトコンクリートの場合は、混合物に使用したものと
同じストレートアスファルトを用いるのがよい。
(注3)  RCはいずれにも適用できるが割高になるので好ましくない。
(注4)  基層が新設のホワイトベースやセメントによる安定処理層の時は、その養生をも兼ねて
乳剤を使用してもよい。
(注5)  歴青材料の使用量が多すぎると、かえって潤滑材料として作用するようなことになるの
　　　　で注意すること。

                               表８  シールコート
	歴青材料
の種類
	ス　 ト   レ   ー   ト
ア　ス   フ   ァ   ル   ト
100～120

120～150

150～200
	MC-3    RC-3

MC-4    RC-4

MC-5    RC-5
	歴青材料の選定はその地方の気候の状況、施工時期、交通量などを考慮して決めること

	歴青材料
散布量
㍑／ｍ3
	0.8～1.2
	1.0～1.5
	0.8～1.5
	1.0～1.5
	歴青材料の選定は、その地方の気候の状況、施工時期、交通量などを考慮して決めること

	骨材の粒径
mm
	5～2.5
	10～5
	5～2.5
	10～5
	舗装表面のキメの状態にって決めること

	骨材の
散布量
ｍ3／100ｍ3
	0.3～0.6
	0.5～0.8
	0.3～0.6
	0.5～0.8
	骨材の粒径はその目的に応じて選択すること


(注1)  シールコートの歴青材料は、それを施すアスファルト・コンクリートに用いたアスファル
トと同じ系統のものを用いるのが望ましく、ストレート・アスファルトの針入度は寒い地
方ほど大きいものを、交通量の多い所ほど小さいものを使用すること。
(注2)  RCは、冬期ではストレート・アスファルトより扱い易いが割高になるので注意すること。
(注3)  MCは、施工後の安定も遅く、夏期には表面がフラッシュする度合いが大きいので、寒冷地
方で交通量の少ない場合などに用いること。
(注4)  タール及び乳剤もシールコートに用いられるが、これは主に老化した歴青舗装の表面を若返らせるか、表面の細かいクラックの修繕を目的として用いることとし、新しい舗装にはなるべく用いてはならない。骨材としては砕石、スラグなどを用いる事。

(2) プライムコート、タックコート及びシールコートを施工する場合は表６、７、８による。

(3) 浸透式を表層、基層とする場合は表５による。浸透式工法の配合例を表5に示す。詳細については日本道路協会のアスファルト舗装要綱及び簡易舗装要綱を参照のこと。

9.4. 混　合

(1) 各材料は表９の温度に加熱した後、それぞれ正確に秤量し細粗骨材フイラー、歴青材の順序に混合機に投入攪拌するものとする。材料の加熱温度は次を標準とする。

                                  表９  材料の加熱温度
	骨        材
	　　　　　　　　　120 ～ 170 ℃

	アスファルト　
	       　針入度   100未満130～165℃
                  100以上115～150℃ 

	混  合  物
	　　　　　　　　　115 ～ 165 ℃


(2) 混合機の回転数は毎分65～80回転とし、混合時間は全材料投入後、粗粒式混合物では30秒以上、細粒式混合物では45秒以上とし、全混合時間は60秒を超えてはならない。

(3) 混合物は清掃した運搬車に積み、帆布などで被覆して迅速に運搬するものとし舗設現場到着時の温度は110℃以上でなければならない。

9.5. 舗　設

(1) 舗装は気象並びに交通による激しい影響を受けるので、その施工については均等質で密な舗装となるように特に入念でなければならない。

(2) 舗装は気温5℃以下、及び雨天の時は行なってはならない。

9.6. タックコート

(1) 基層面は乾燥していて水滴を持っていてはならない。

(2) ごみ、泥などの遊離物がないよう十分に清掃しておかなければならない。

(3) タックコートはアスファルト乳剤0.3～0.6ｌ／㎡の割合で散布し、それが十分粘度をおびるまで放置しなければならない。
9.7. 敷広げ

(1) 敷広げの混合物の温度は110℃以上とする。

(2) 敷広げは原則として、フイニッシャーを使用し、構造物の周辺、狭い部分、その他不規則な形の部分でフイニッシャーによる敷広げのできないところは、人力により丁寧に敷広げをしなければならない。

9.8. 転　圧

(1) 敷広げた混合物の温度が90℃以上の時10～12ton以上のロードローラーを用い、すみやかに一様かつ十分に転圧しなくてはならない。

(2) 転圧の際、混合物が柔らかすぎて醜い変位をおこしたり、ヘアークラックを生じる時は転圧してはならない。

(3) 転圧は最初道路の延長方向に従い縁の方から次第に中央に向い、後車輪の半分を重ねながら行なわなければならない。次に小さい不陸を消すため、更に斜めの方向に十字に転圧しなければならない。

(4) 新しく舗装した上ではローラーのハンドルをきってはならない。また、作業していない時はローラーをそのまま置いてはならない。

(5) ローラーの転圧速度は3km／hrを超えてはならない。

9.9. 縫い目

(1) 横縫い目、縦継目及び構造物と接するところの継目は舗装の弱点となるので十分締固め固着させ、平らに仕上げなければならない。

(2) 舗設作業の中断が長時間予想される時は、混合物を敷広げた区域の終わりの端に型枠またはロープなどを置き、端まで転圧仕上げを行い、横継目を作らなければならない。

(3) 既設舗装が完全に冷え固まっており、薄く不規則であればこの部分をなるべく垂直に全巾にわたり一直線に規定の厚さまで切り取り継目を作らなければならない。

(4) 継目凸凹は作業中、常に定規を用い検査しなければならない。

(5) 縦継目は道路の中心線の方向と平行に設け、前条に準じ施工し特に締固めを十分に注意し、完成後目立たないよう施工しなければならない。

(6) 継目はその表面を清掃した後、タックコートを行い、新しい混合物が完全に密着するようにしなければならない。

9.10. 養生期間

舗終了後、その舗装の温度が外気の温度に低下するまでは交通を許してはならない。

9.11. 検　査

舗装の表面は道路の中心線に平行に長さ3mの直線定規をあてた場合、凹部が5mm以上あってはならない。ただし、この場合直線定規は常に半分以上重複させて検査するものとする。
10. 鉄骨工事
10.1. 材　料

10.1.1. 品　質

鉄骨材料の品質は表１０の規定に適合するもの又は同等品とする。

表１０　鉄骨材料の品質規定
	材   料
	品   質   規   定

	構造用鋼材
高力ボルト
ボルト用鋼材
ｴｷｽﾊﾟﾝﾄﾞﾒﾀﾙ
炭素鋼鋳鋼品
炭素鋼鋳鋼品
アーク溶接棒
	JIS  G  3101  (SS400、SS490、SS540)

JIS  G  3106 （SM400A,B,C、SM490A,B,C、SM490YA,YB、SM520B,C）
JIS  G  3444  (STK400、STK490)

JIS  G  3466  (STKR400、STKR490)

JIS  B  1186

JIS  G  3101  (SS400、SS490、SS540)

JIS  G  3351

JIS  G  5101  (SC)

JIS  G  3201  (SF)

JIS  Z  3211

JIS  Z  3212

JIS  Z  3214


10.1.2. 形状及び寸法

鋼材の形状及び寸法は表１１の規定による。

表１１　鋼材の形状寸法規定
	鋼   材
	形  状  及  び  寸  法

	平      鋼
丸      鋼
形      鋼
軽 量 形 鋼
ｴｷｽﾊﾟﾝﾄﾞﾒﾀﾙ
構 造 用 鋼 管
角 形 鋼 管
鋼     板
ボ   ル   ト
ナ   ッ   ト
高 力 ボ ル ト
普 通 レ ー ル
軽    レ ー ル
	JIS  G  3194

JIS  G  3191

JIS  G  3192

JIS  G  3350

JIS  G  3351

JIS  G  3444

JIS  G  3466

JIS  G  3193

JIS  B  1180

JIS  B  1181  1種又は2種
JIS  B  1186

JIS  E  1101

JIS  E  1103


10.1.3. 試験及び検査

(1) 鋼材の試験は個別仕様書で指示された場合に行うものとし、規格品でJISマーク表示のあるもの又は規格証明書のある材料は試験を省略出来る。

(2) 鋼材の試験及び検査はJIS G 0303による。

10.2. 工場製作

10.2.1. 一　般

(1) 準　備

(a) 工場に着荷した鋼材は直接地面に接しないようにする。
(b) 部材に歪のあるものはけがき前に部材に損傷を与えぬように歪取りを行う。
(c) 歪取りは原則として機械的方法又は加熱水冷する場合により行う。
(d) 浮錆、付着物などは除去清掃する。
(e) 巻尺及び直尺は鋼製とし、その精度はJIS  B  7512及びJIS  B  7516に規定する1級とする。

(2) 現寸及び型板

(a) 設計図により各部工作図、現寸図、型板及び定規を作り、担当係員の検査を受ける。
(b) 型板は工事の終わるまで保管する。
(c) 担当係員の指示に従い、アンカーボルトの鋼製型板を作り提出する。

(3) 切断面

(a) 切断は機械切断、剪断、研削及び自動ガス切断のいずれによっても良い。
ただし、鋼管の切断はパイプカッターによる。
ガス切断面の状態は付表の１、製品精度の13、14による。
(b) 切断面は図面に指定するものを除き、軸線に直角とする。
(c) 切断の際に発生する歪は矯正する。
(d) 手摺のように人がふれる部材の切断面は丸味をつける。

(4) 曲げ加工

(a) 曲げ加工を要する鋼材は、常温又は熱間加工とする。
(b) 熱間加工の場合には赤熱状態(1000℃程度)で行う。
(5) 穴明け

(a) 穴明けは機械あけとし、板厚が12mm以上についてはドリルあけとする。
(b) 穴周囲のまくれは除去する。
(c) 穴は位置を正確にし、材片を組み合わせた場合に穴が一致するようにする。精度は付表１、製品精度11、12による。

10.2.2. 溶接工作

(1) 溶接方法の承認

(a) 溶接工作基準Ⅰ(アーク手溶接)の各項に従い、それぞれに適合する施工方法による場合には、特に施工試験を行わないで施工できる。
(b) 上記 (a)によらない場合は、試験を行って承認を受ける。ただし、すでに行った施工方法の試験結果により、担当係員が支障ないものと認めたときは、施工方法確認の試験を行なうことができる。

(2) 溶接工

溶接工は各作業に応じたJIS Z 3801による資格を有する者、半自動溶接の場合はJIS Z 3841の技量検定基準に定める者及び自動これと同等以上の技量を有すると認めた者とする。

(3) 溶接棒

(a) 溶接棒は母材の種類及び寸法、開先の形状、溶接姿勢、その他の施工条件に適した種類及び径のものとする。
(b) 溶接棒は乾燥したものを用い湿気を帯びたもの及び被覆のはがれたものを使用しない。

(4) 開先加工

継手の開先は原則として自動ガス切断とし、はつり又はグラインダーを用いて加工する場合は当社係員の指示による。

(5) 部材の集結

部材の集結は治具、仮ボルト締め又は仮付け溶接を用いて正確に行う。隅肉溶接する部分は出来るだけ密着させる。

(6) 仮付け

(a) 仮付けの位置は継手の端部、ぐう角部、本溶接の始・終点などの強度及び工作上の問題となりやすい箇所は避けるようにする。
(b) 本溶接の一部となる仮付けは、欠陥のない溶接とする。割れの生じた仮付け溶接部に本溶接をするときは、ルート部まで十分はつりとって溶接する。

(7) 変形対策

材片は歪を少なくするために逆歪その他の適当な方法を講ずる。

(8) 溶接作業

(a) 溶接面、水分、スラグ、錆、塗料、はがれやすいスケール、その他溶接作業に支障となるものがある場合は、予めこれを除去する。
(b) 溶接はポジショナーその他を用いてできるだけ下向きで行う。
(c) 裏あて金を用いない突合せ溶接は裏側の初層溶接をする前に裏はつりを行う。
(d) 裏あて金は撤去しない。
(e) 溶接は完全溶け込みで、母材と溶着金属とが完全に溶融して有害なスラグ、気泡があってはならない。
(f) 溶接部はアンダーカット、のど厚不足、オーバーラップ、サイズ不足、余盛過大があってはならない。溶接の大きさは、設計寸法より少なくしてはならない。
(g) ビード終端のクレーターは、注意して盛り上げるか返し溶接又は廻し溶接をする。また、必要に応じてエンドタブを使用し溶接完了後エンドタブは撤去し、グラインダー仕上げとする。
(h) 各層のスラグは完全に除去する。

(9) 検　査

検査は次の項目について行う。

(a) 溶接施工前 ： はだ付き、開先の形状、寸法、溶接面の清掃の良否、仮付け溶接。
(b) 溶接施工中 ： 溶接順序、棒径、電流、運棒法、アークの長さ、溶け込み、各層間のスラグの清掃、裏はつり、予熱の確認。
(c) 溶接終了後の溶接部 ： ビート表面の整否、アンダーカット、スラグの巻込み、ピット、融合不良、スラグ、スパッタ除去の良否、すみ肉の大きさ、余盛の寸法、エンドタブの処理、仮ボルトの穴埋め後の仕上げ。
(d) 溶接部の精度 ： 溶接部の精度。
(e) 非破壊検査を行なうときは、個別仕様書によるものとし、超音波探傷検査は日本建築学会基準（鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査規準）、放射線検査はJIS Z 3104によって行なう。

(10) 補　正

(a) 有害な欠陥(融合不良・溶込不足・スラグ巻込みなど)のある溶接部分は、はつりとり再溶接する。
(b) 溶着金属にわれの入った場合には、その溶着金属を全長にわたり削除して再溶接する。放射線検査・超音波探傷検査などの方法でわれの限界が明らかな場合は、われの端から50mm以上はつりとり再溶接する。
(c) 溶接によって母材にわれが入った場合は、母材を取り替える。
(d) アンダーカットの部分は付加溶接する。
(e) 超音波探傷検査又は放射線検査の結果、不合格なものは、はつりとって再溶接を行い、さらに検査を行なう。
(f) 溶接部材に構造耐力上有害な変形が残った場合は矯正、または補強する。
(g) 溶接熱によって生じた歪は、機械的方法又は加熱温度650℃以下にて注意深く加熱矯正する。

10.2.3. 製作精度

製作精度は付表1及び２による。

10.2.4. 錆止塗装及び発送

(1) 簡単な構造物以外のものは、符号、合マークなどをつける。特に指定のある場合は仮組立を行い、担当係員の検査をうける。
(2) 鉄骨の表面部分は錆止塗料１回塗りを施す。

10.3. 現場工作

10.3.1. 準　備

(1) 現場に搬入する際、部材は担当係員指示の場所に仮置し変形、損傷などを与えないようにする。
(2) 部材に曲がり、ねじれなどを発見した場合は建方に先立ち修正する。

10.3.2. 建方及び検査

(1) ベースプレートの中心は、基礎の中心と一致させる。
(2) 建方時の突風、地震その他の荷重に対しては、鋼索などにて保護する。
(3) 建方時に使用する仮ボルト、仮溶接は建方荷重に対し十分な強度をもたせる。
(4) 仮組立後、柱の建入れ、機器据付けボルトの位置、据付面高さなどについて検査を行なう。
(5) 建入れ検査の後、仮ボルトを十分締め付け、その位置を保つよう注意する。

10.3.3. ボルトの締め付け

(1) ボルトの本締めは建入れ検査後行なう。

10.3.4. 現場溶接

(1) 溶接工

溶接工は各作業に応じたJIS Z 3801による資格を有する者及びこれと同等以上の技量を有すると認めた者とする。

(2) 溶接棒

10.2.2.による。

(3) 溶接作業

(a)  10.2.2.による。
(b)  強風、降雨、降雪のときは、作業をしてはならない。

(4) 仮ボルトの処置

部材の取付けのための仮ボルトは特に指示のない場合、中ボルトを使用し十分締付ければボルトをそのまま残してもよい。

(5) 検　査

10.2.2.による。

(6) 補　正

10.2.2.による。
10.3.5. 補修塗り

高力ボルト、溶接などの検査終了後、現場高力ボルト、溶接部その他運搬中傷ついた箇所などを錆止塗料にて拾い塗りをする。

11. 耐火被覆工事

11.1. 材料及び施工

11.1.1. 一　般

(1) 耐火被覆する鉄骨は、コンクリート耐火被覆工事を除き、錆止め塗装を行う。
(2) 鉄骨面の浮錆、油類、ゴミなどは取り除く。
(3) 被覆厚さは指定の厚さより薄くてはならない。
(4) 耐火被覆板、塗り及び吹付耐火材の見本品及び施工図は担当係員が指示した場合、提出し、承認をうける。

11.1.2. 成型板耐火被覆工事

(1) 成型板は建築基準法施行令第107条により認定されたものとする。
(2) ひびわれ、破損、汚れの著しい成型板は使用しない。
(3) 成型板相互の接触面は、隙間のないよう目地材を充填する。
(4) 配管、電気及び計器などの支持金物廻りの隙間は母材と同種の材料で充填する。
(5) 取り付けに用いる釘類はステンレス製とし、間隔は200mm以下とする。
(6) 1時間耐火被覆は（通）第１１１１号仕様とし、その他については製造業者の仕様による。
11.1.3. コンクリート耐火被覆工事

(1) コンクリート耐火被覆工事に使用する材料は、６ コンクリート工事に規定するものとする。
(2) コンクリートの４週圧縮強度は12N／mm2以上とし、所要スランプは１９～２２cmとする。
(3) 粗骨材の粒径は１５mm以下とし、花崗岩など耐火性の劣る粗骨材は用いない。
(4) 型枠は打放し用型枠とする。型枠の再使用については担当係員の承認を受ける。

11.1.4. 塗り及び吹付耐火被覆工事

(1) 材料は建築基準法施行令第107条により認定された耐火材とする。
(2) 仕上面はコテ押さえとし、出隅部は通りよく仕上げる。
(3) 吹き付けは周囲が汚れないように、養生を行い、Ｈ鋼のﾌﾗﾝｼﾞ下面の剥落しないよう施工する。
(4) その他については製造業者の仕様による。

11.1.5. 検査及び補修

(1) 被覆厚さ、雨仕舞及び外観などを検査する。

(2) コンクリート面の突出物は取り除く。はつり跡、豆板、すの部分は見本塗りで色合せしたセメントモルタル又はセメントペーストで補修する。補修に使用する材料は耐火材と同種のものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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